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論文内容の要旨
地卜水の湯水量に関する各種概念、は、それぞれのその適用範囲・目的.h法とも違いがある。しかしな
がら、積極的な地下水開発が行われている開発途よ困では、正ーしい認識がされておらず、誤用されている
ケースが多い。従来の概念、を分析すると、 i¥)個々の井戸の限界揚水量、 B)複数井戸の適正利用量、 C)
地下水盆の可採地下水利用量、 D)非更新性地下水盆の可採地下水利用量、 E)地下水資源の開発と保全に
おける開発許容レベル、の5つに分類された。また各概念のその適応範側、経済性、水収支の均衡、環境性
の4要件について評価した結果、許容揚水量のみが全ての要件を満たしていることが解った。
開発途上国における従米のプロジェクトで¥どのように地下水揚水量を評価しているか実態調査を行っ
た。その結果、どのタイプのプロジ L クトにおいても井戸を対象とした揚水量の概念しか適応されていな
いことが明らかになった。この結果は、地下水盆全体の管埋と環境への考慮がされていないことを示唆し
ている。
実際の地下水開発プロジ ι クトにおいて、どの地下水揚水量概念、を適用すべきかを検討するために、水
理地質構造の解析および揚水試験・水位観測の解析を含むケース・スタディーを行った。その結果、「個々
の井戸の限界揚ノk量jの概念の適応は、地下水障害リスクの少ない基盤岩分布地域の「村落給水型計画j
においてのみ有効であり、その他のプロジェクトでは「許容湯水量」の概念の適応が必要なことがわかっ
た。また、結論として、以下の地下水可採揚水量の評価方法が確立された。
1 )各地下水楊水量概念の特性の正確な理解
2)単独井戸、帯水層、地下水盆の適応次元の考慮
3)プロジ且クトの規模に適応した概念を利用
4)環境への影響、水収支、調賓規模、管理レベルの要件の検討に基づいた適応すべき概念の決定
5)地下水盆全体の管理と環境を考慮した司採揚水盈の検討
6)計画対象地域における、陽水による便益と環境障害のリスクを比較評価した許容揚水量の策定
7)対象地域の地下水開発や都市計両の進捗状況に基づいた、地下水可採揚水量の再検討
論文審査の結果の要旨
飲料水確保や各種成業用の水資源の開発は、現庇、間際的な重要課題のひとつである。ことに地下水の
開発は開発途上国においては、安定的発展に欠かすことのできない長優先課題である。この時に問題とな
るのは、どの程度の地下水開発が持続的に司能かという計画策定の根拠である。地.ト-*開発計両にともな
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う地下水の可採揚水量の評価については、歴史的にも地域的にも主まざまな手法が取られていて混乱して
いるのが現状である。そこで筆者は現在国際的に採用されている地卜.水の吋採揚水量の算定方式9つにつ
いて、単井の限界揚水量、複数井戸の適正利用量、地下水盆の可採地下水利用量、非更新性地F水盆の可
採地ード水利用量、開発と保全に関わる開発許容量の5つのカテゴリーに分類し、それぞれの効用と限界を
評価した。評価の基準には、適応範囲、経済性、水収支均衡、環境性を用いた。このうえで、国際的なア
ンケートを実施して、どの方式がどのような規模の開発の際に採用されているかを調査した。また筆者自
身が担当した地域開発の結束をも再評価して問題点を抽出した。この結果、開発途上同での地下水開発で
は可採揚水量算定方式が不十分で、持続的かっ安全な計画の根拠になっていないものが多いことが分かっ
た。そこで、筆者は実際の地下水開発プロジェク卜で採用されるべき可採揚水量算定方式を、水理地質構
造、帯水層常数、水位観測lデータなどを用いて検証した。個々のケーススタディから経済性を考慮しつつ、
どのような規模の開発の際にはどのような算定方式が採用されるべきかを結論付けた。さらに、これに基
づいて計画段階での調合項目の提案を行なった。
このように、本論文は豊竃な地下水開発計画策定の経験と現地調査に裏打ちされた可採揚水量の検討に
加えて、今後の地下水開発への指針を提起することによって、地下水に関する水理地質学の分野での発展
に寄与する成果を得ており、博、寸で(理学)の学位を授与するに相するものと審査した。
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